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1-2 クラウドとスマートシティ

クラウドの市場動向とエッジコンピュー
ティング

林 雅之 ●国際大学グローバル・コミュニケーション・センター（GLOCOM）客員研究員／NTTコミュニケーションズ株式会社

ハイブリッド／マルチクラウドの動きが浸透し、コロナ禍後は企業の採
用が加速。企業変革のデジタル基盤として成長する市場の中で、次の注
目は分散クラウドと5G SAの活用。

■クラウドの市場動向
　企業はデジタル技術を活用し、ビジネスの効率
化や変革、そして新たなビジネスモデルを創出す
るデジタルトランスフォーメーション（DX）の
推進やデータドリブン経営に取り組むケースが増
え、その基盤としてクラウドを採用する動きが顕
著となっている。2021年9月1日には、ポストコ
ロナ時代のデジタル社会形成の司令塔として「デ
ジタル庁」が発足し、「ガバメントクラウド」へ
の取り組みも始まっている。
　調査会社のIDC Japanが2021年10月に発表し
た「国内パブリッククラウドサービス市場売上額
予測」によると、日本のパブリッククラウド市場
は2021年の1兆5087億円から、2025年は2020
年比2.3倍の2兆9134億円に拡大すると予測して
いる（資料1-2-2）。
　一方、プライベートクラウドの市場も拡大が予
測されている。IDC Japanが2021年10月に発表
した「国内プライベートクラウド市場予測」によ
ると、2021年の国内プライベートクラウド市場
規模は1兆2216億円、2025年の市場規模は2020
年比3.1倍の2兆7815億円になると予測している
（資料1-2-3）。
　パブリッククラウドサービスを提供する代表

的な事業者では、米アマゾンの「Amazon Web
Service（AWS）」や米マイクロソフトの「Microsoft
Azure」、米グーグルの「Google Cloud Platform」
など外資系のクラウド事業者が市場を大きくリー
ドしており、ハイパースケールクラウド事業者と
呼ばれている。そのほかの海外勢では米IBMの
「IBM Cloud」、米オラクルの「Oracle Cloud」な
どが、上位のハイパースケールクラウド事業者
を追いかける。中国勢では、アジア太平洋地域で
高いシェアのAlibaba Cloudも存在感を見せつつ
ある。
　日本勢では NTT コミュニケーションズの
「Smart Data Platform クラウド／サーバー」、富
士通の「FUJITSU Hybrid IT Service FJcloud」、IIJ
の「IIJ GIOインフラストラクチャーP2 Gen.2」、
さくらインターネットの「さくらのクラウド」な
どがサービス拡充を図っているが、海外勢とは大
きく差をつけられている。日本勢は国際事業者と
しての安全性や信頼感などの強みを活かしつつ、
DXの基盤やネットワークサービスやシステムイ
ンテグレーションなど自社のコア事業との組み合
わせによるサービス提供で差別化を図っている。
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資料1-2-2　国内パブリッククラウドサービス市場売上額予測、2020年～2025年

出所：IDC Japan 国内パブリッククラウドサービス市場予測（2021年10月）

資料1-2-3　国内プライベートクラウド市場支出額予測、2020年～2025年

出所：IDC Japan 国内プライベートクラウド市場予測 （2021年10月）

■企業のクラウド採用の動向
　企業はDXの推進を図ろうという一方で、老朽
化や複雑化、ブラックボックス化した既存の基
幹システム（レガシーシステム）への対応に大き

な労力を強いられている。こうした中、基幹シス
テムの移行や刷新に、クラウドの採用が進んで
いる。特に企業向けのアプリケーションの領域で
は、統合基幹業務システム（ERP）パッケージの
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機能をクラウド環境で使う「クラウドERP」の導
入が浸透しつつある。
　調査・コンサルティング会社のITRが2021年4
月に公表した「ITR Market View：ERP市場2021」
によると、パッケージ製品はクラウドサービス
（IaaS）環境への導入が急拡大し、2021年度では
オンプレミスシステムが357億円に対し、IaaSは
430億円、SaaSは543億円と予測している。2024
年度予測は、クラウドERPの市場が1800億円弱
に対し、オンプレミスはわずか140億円に留まる
とみており、さらなるクラウドERPの浸透を予想
している。
　一方、デジタル化の進展に伴い、クラウドネイ
ティブアプリケーションの領域でのクラウドの採
用の動きも進んでいる。これらの後押しをしてい
るのが、ローコード／ノーコードプラットフォー
ムに対応したクラウド利用の増加だ。ローコード
／ノーコードプラットフォームとは、アプリケー
ション開発におけるコーディングを最小限に抑
え、もしくはコーディングせずに、ドラッグ＆ド
ロップなどの操作でアプリケーションを開発し、
運用ができる環境を提供するソフトウエアやク
ラウドサービスを指す。これにより、アプリケー
ション開発がIT部門のエンジニアだけでなく、さ
まざまな社員でも短期間で開発可能となり、クラ
ウドの利用拡大が見込まれている。
　中長期的な視点で見れば、基幹ステムの刷新の
ためのクラウド利用は減少し、DX推進などよる
クラウドネイティブの領域での利用が増加するこ
とが予想される。クラウドの利用目的や範囲の拡
大により、IDC Japanの調査にもあるようにパブ
リッククラウドとプライベートクラウドの双方と
も市場が拡大している。
　パブリッククラウドでは、迅速性や拡張性、機
能性、コスト削減などを評価し、採用するケース
が多く見られる。プライベートクラウドでは、機

微情報（センシティブデータ）の扱いや、ネット
ワーク遅延、他システムの連携性、そして仕様の
柔軟性などを評価するケースも多い。当面はクラ
ウドの使い分けや共存を推進する「バイモーダル
IT」が進むことが予想される。
　一方、各事業部門が独自でクラウドを採用する
ケースも増えており、クラウドのサイロ化も懸念
されている。そのため、ワークロードごとに複数
のクラウドやクラウド管理ツールを利用し、全体
最適化やガバナンスを重視して統合的に運用・管
理するハイブリッドクラウドやマルチクラウド環
境の利用が進んでいくことが予想される。
　また新型コロナウイルス感染症の影響により、
企業の事業継続性などのレジリエンシーの重要度
が高まっている。このレジリエンシーの強化や市
場の変化に柔軟に対応していくために、ITリソー
スが変更可能なクラウドの採用も増加していくこ
とにもなるだろう。

■デジタル庁と「ガバメントクラウド」
　デジタル庁では、政府共通のクラウド基盤と
して、「ガバメントクラウド」の取り組みを進め
ている。2022年は、政府や地方自治体などの公
共分野でクラウドの採用が進む年となる。「ガバ
メントクラウド」は、政府の情報システムについ
て、共通的な基盤や機能を提供する複数のクラウ
ドサービスの利用環境を指す。住民基本台帳など
の17の基幹業務システムに対して原則2025年度
末に、すべての地方自治体でガバメントクラウド
を活用する計画をたてている。
　デジタル庁では2021年10月にガバメントクラ
ウド先行事業の採択にあたって、「政府情報シス
テムのためのセキュリティ評価制度」（ISMAP）の
リストに登録されたクラウドサービス事業者であ
ることや、その上でセキュリティ対策や業務継続
性など約350項目の基準を満たすことを条件に公

58 第1部 テクノロジーとプラットフォーム

インターネット白書／©1996-2022 Impress R&D



1

2

3

4

5

募を実施した。公募の結果、2021年度のガバメ
ントクラウドの対象となるクラウドサービスとし
て、「Amazon Web Services」（AWS）と「Google
Cloud Platform」（GCP）の２つの事業者が採択
されている。
　2021年12月現在、ISMAP にはAWS、日本マ
イクロソフト、グーグル、オラクルなどの海外勢
に加え、NTTデータ、富士通、NTTコミュニケー
ションズ、さくらインターネット、IIJなどの国内
事業者も認定を受けている。
　今後、「ガバメントクラウド」の本格導入に向
けて、国内外のどのクラウドサービス事業者が
採択されていくのか、さまざまな観点から注目さ
れる。

■分散クラウドとエッジコンピューティ
ング
　2022年に注目されるのが、「分散クラウド」だ。
「分散クラウド」とは、複数のクラウドサービス、
オンプレミスシステム、エッジコンピューティン
グなどの物理的に分散された環境においても、先
進的なアプリケーションやサービスを一元的に提
供するモデルを指す。
　「分散クラウド」が注目される背景のひとつに、
エッジコンピューティングの進展がある。エッジ
コンピューティングとは、利用者のスマートフォ
ンなどのインターネットにつながるIoT機器や、
データを収集する現場に近いエリアのネットワー
クにサーバーを分散配置し、大容量のデータを低
遅延で処理する分散処理型のコンピューティング
モデルだ。
　エッジコンピューティングには、低遅延によ
るリアルタイム性の高いデータ処理や負荷分散
やネットワークトラフィックの混雑解消、通信コ
ストの削減、情報漏洩リスク軽減などのセキュリ
ティ対策やBCP対策などのメリットがある。分

散クラウドにより、クラウドの先進性や柔軟性の
恩恵を受けつつ、エッジ側に低遅延でデータ処理
をするといったように、クラウドとエッジの使い
分けが進んでいくだろう。
　エッジコンピューティングの利用が進む背景に
は、スマートフォンや、高精細画像を扱う監視カ
メラ、工場の機器、ロボット、ドローン、コネク
テッドカー／自動運転車など、クラウドに接続す
るデバイス数と流通するデータ量が加速度的に増
加していることがある。例えば製造現場のデジタ
ル変革が進んでいる工場では、製造ラインの機械
制御にミリ秒単位でのレスポンスが求められる。
そのため、クラウドサービスではなく、工場内の
エッジで処理する必要がある。
　エッジコンピューティングに欠かせない5G（第
5世代移動通信システム）の動きも注目される。
2021年は、5Gのエリア整備が進み、2022年は、
「SA（スタンドアローン）」方式の「5Gサービス
（5G SA）」の導入が本格的に進む年となる。5G
SAは5G専用のコア設備と5G基地局などすべて
5G方式のみで稼働させ、より低遅延で安定した
通信が可能となる。5G SAの登場は、5Gを活用
した高精細画像の映像伝送や工場の自動化、自動
運転車での活用を後押しすることが期待される。
　分散クラウドやエッジコンピューティングの進
展により、あらゆるコトやモノが自律的に相互に
連携する。これにより、システム全体のコストや
負荷を軽減した、データ流通を支援する自律的か
つ自動化されたサービスプラットフォームへの
進化が期待される。企業のDXやデータ駆動型ビ
ジネス、さらには産業や社会のデジタル化を支援
し、産業や社会の基盤となる「インダストリーク
ラウド」の重要度が高まっていくに違いない。
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■クラウド活用は脱炭素社会実現への第
一歩
　政府では、2050年までに温室効果ガス排出量
実質ゼロのカーボンニュートラルの達成という目
標を掲げている。この脱炭素化を加速化させてい
くためには、クラウドの活用は重要な位置づけと
なる。
　企業では、同じ電力でも、太陽光発電などの再
生可能エネルギーの採用や、消費電力が少ない
サーバーやネットワーク機器を選択するといっ
た動きが進む。またオンプレミスシステムから
クラウドサービスへの移行により、企業の大幅
な二酸化炭素排出量の削減が期待されている。ク
ラウドサービス事業者自身がスケールメリット
を活かし、サーバーの仮想化によりユーザーのコ
ンピューティングリソースのシェアを行い、サー
バーを省電力で効率的に運用しているためだ。
　クラウドサービス事業者各社は、企業が二酸
化炭素排出量を可視化できるサービスや機能の
提供を始めており、企業のグリーン化に向けた
取り組みの支援を強化している。日本マイクロソ
フトは2021年10月、クラウドサービスを利用す
るユーザー向けに、クラウド利用に関する二酸化
炭素排出量の可視化や分析などにより定量化す
るダッシュボード「Microsoft Emissions Impact
Dashboard」の提供開始を発表した。同様にグー
グルも2021年10月に、Google Cloud Platformの

ユーザーを対象に、二酸化炭素排出量の可視化や
分析などが可能なサービス、「Carbon Footprint」
を無償で提供している。
　2022年は国内も含めたさまざまな事業者が、
二酸化炭素排出量の可視化・分析サービスを提供
することが予想される。クラウドサービス事業者
自身もサーバーやデータセンターの省電力化な
ど、カーボンニュートラルに向けた取り組みを進
めていくだろう。

■持続可能な社会への対応
　新型コロナウイルス感染症の影響などもあり、
先行きが不透明で将来の予測が困難な時代となっ
ている。この不確実性の時代においては、企業は
持続可能性を重視した経営への転換が重要となっ
ている。
　企業が世の中の変化を読み解きながら、柔軟に
対応して自らの変革により、持続可能性を高めて
いくためには、「ダイナミックケイパビリティ」を
高めていくことが求められている。ダイナミック
ケイパビリティの強化には、手段として変化に柔
軟に対応可能なデジタル化とその基盤としてのク
ラウドの活用が重要となっている。
　2022年は、クラウドは産業や社会のDX、さら
には持続可能な社会に必要不可欠なデジタル基
盤としての位置づけがますます高まっていくだ
ろう。
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